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第２回～各分野で開催

第１回サービス業の生産性向上協議会

４月２日の政労使会議決定を受け、「小売業、飲食業、宿泊業、介
護、道路貨物運送業において、経団連と意欲ある事業者等が協
力し、生産性向上を図る」枠組みとして、官民合同で立ち上げ。

６月１８日に、総理出席の下、第１回の協議会を首相官邸で５分
野共同で開催し、３００名弱が出席。

総理から、「労働力不足克服のためサービス生産性革命を起こす
とき」と期待を示すコメント。

サービス業の生産性向上協議会についてサービス業の生産性向上協議会について

主な取組み例

製造業等の生産性向上に高い見識を有する経

営者等を招いて意見交換。

製造業の工場見学・製造業生産管理部等の実

務者からのノウハウの解説。

各分野のモデル的な事業者に対して、製造業等

のノウハウに基づくコンサルティングを実施。

業界内で、ベストプラクティスの創出・マニュアル

作成などを行い、横展開。

経団連のサポート

トラック運送業

飲食業

小売業

宿泊業

介護

主な取組み例
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Supermarket

ＷＩＮの循環型改善推進によるＷＩＮの循環型改善推進による
荷主・運送事業者のパートナーシップ構築とは荷主・運送事業者のパートナーシップ構築とはKASUMI

２０１５．１１．２０１５．１１．22

（抜粋）
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2

ドライバーの声
『店舗での回収容器の積み方が乱雑で整理作業に時間が掛かる』

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（１） ～店舗との連携によるドライバーの負担軽減～

改善前

店舗

回収容器は、トラックから降ろされ配送乗務員によって仕分される。

休憩時間が取れない

センター

12

店舗での容器整理が改善し、配送作業と手待ち時間が削減された。

改善後

３０分～４５分
の作業時間短縮
３０分～４５分
の作業時間短縮
３０分～４５分
の作業時間短縮

運送事運送事業者とカスミの業者とカスミの
ＷＩＮ・ＷＩＮの仕組ＷＩＮ・ＷＩＮの仕組

４ｔ車のセンター
容器整理作業が
約５０％削減

改善効果

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（１） ～店舗との連携によるドライバーの負担軽減～

14
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5

月間ランキング

人力仕分

４ｔ車の１台の積み込み
作業時間平均６４分の内、

荷繰り作業が
平均２３分ある事が判明。ドライバー荷繰り

改善前 センターでの商品の積み方が乱雑で積み直しに時間が掛かる

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（２） ～ドライバーと連携した積込時間の削減～

18

6

人力仕分

積み込み前に異常を
発見したら、構内に伝え
て直してもらう。

積み込み前に異常を
発見したら、構内に伝え
て直してもらう。

積み込み前に異常を
発見したら、構内に伝え
て直してもらう。

ドライバー・構内作業員とのドライバー・構内作業員との
ＷＩＮ・ＷＩＮの仕組ＷＩＮ・ＷＩＮの仕組

４ｔ車のセンター
積み込み時間が
約３６％削減

改善後 １）配送が異常を発見したら、構内が全て積み直し
２）ドライバーが構内作業者へ積み方を教えるＯＪＴを実施

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（２） ～ドライバーと連携した積込時間の削減～

商品が揺れない積み方

19
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重い商品の上積み
「仕分けに時間がかかるし、重労働。どうにかしてほしい・・・」

お店と現地現物で
意見交換しながら、

商品積み方マニュアルを
変更

店舗の作業に沿った積み方マニュアルを作成。

お店の環境変化に物流が対応・・・

店舗からの声 『女性に優しい青果・グロサリー台車の積み方にならないか』

重い商品重い商品
を定義を定義

積み方を積み方を
決めて決めて
みんなでみんなで
共有共有

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（３） ～女性にも優しい荷役作業の導入～

21

調達物流を利用した納品代行を実施

共同配送ネットワークの構築

調達物流ネットワーク

調達ベンダー
１２社

ＷＩＮ・ＷＩＮの改善例（５） ～共同配送ネットワークの構築による物流効率化～

28
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【機密性２】

・本件の事例は、容易に一般化できない企業の風
土、企業の価値観があることを認識したうえで、他
企業においては本件好事例の中からヒントを獲得
することが肝要であろう。
・自社のおかれている環境（地理的、取扱い品目
等）を客観的に把握、認識し、改善の目的を明確
化したうえで取組を進めることが大切である。その
際、コストについて関係者間で合意が必要であろ
う。
・物流市場、取引環境は刻々を変化していることを
踏まえたうえで、改善の方向性を定め柔軟に対応
する必要がある。
・荷主・物流事業者間では、改善の目的の共通化
を図り、改善内容（プロセス）を見える化することが
重要である。
・あらゆる取引（ビジネス）は、経済原則に則りなが
らも関係者間の良好な人間関係、信頼関係の構
築、維持が重要である。
・本事例事業所では、3PLの安易な利用に警鐘を
鳴らしており、参考にすべきである。

荷主・トラック事業者の好事例へのご意見

取組のいい点 改善を行う場合のアドバイス

【流通経済大学学長 野尻俊明 】

・明確な企業理念、目的をもって改善に取り組ん
でいることが、最も評価される。
・関係する人々の良好な人間関係の構築が前提
となっており、システム化、マニュアル化が進む流
通、物流のセンター管理に一石を投じるものと
なっている。
・自社の展開に応じて、地域や作業の特性を活
かした改善の取組がなされている。
・改善に当たっては、現場主義を徹底し関係事業
者間でのWIN―WINの関係を基本としている。
・社会の少子高齢化を踏まえて、女性や高齢者
の活用を積極的に行い、人材の確保、育成に成
功している。
・組織の縦割りをできるだけ排除する目的で、多
能化が進められている。

【機密性２】

荷主企業であるスーパーの物流管理者が、以前物流
事業者のスタッフとして3PL業務を経験しており、配送を
含めて物流の実態を充分に把握していた。こうした物流
に精通した管理者がいるなかで、現場での労働時間改
善に向けた取組みが実現されている。さらには、配送を
担うトラック運送事業者との間でも緊密な関係が維持さ
れており、課題解決に向けた取り組みが両者の協働のも
とで実現できた。

今回のケースを見ると、荷主企業が物流を積極的に改
善していく基本的な姿勢をしっかりと持っており、それがあ
るからこそ、ドライバーの労働時間短縮の問題を改善する
ことにも積極的に取組むことができたと考えられる。しかし
ながら、実際にはこうした荷主企業はむしろ少なく、物流
の改善に積極的でない荷主企業が多い。

したがって、こうした事例を参考にしてトラック運送業者
側で、より積極的に多様な物流の現場の改善を提案して
いくことが重要だと考えられる。荷主企業と物流の現場で
の問題点について情報を共有して、効率化を実現するこ
とが荷主企業のメリットになることを明らかにし、物流の改
善マインドを引き出しながら、ドライバーの長時間労働の
改善につながる提案を行うことが必要である。

荷主・トラック事業者の好事例へのご意見

改善を行う場合のアドバイス

【神奈川大学経済学部教授 齊藤実 】

荷主企業であるスーパーは、物流が小売業にとっ
て重要な生命線だという考えから、配送センターへ
の設備投資を行い、自社の物流システムの効率化
に積極的に取り組んできた。そして、物流現場では
独自の改善活動を繰り広げており、これによって作
業の効率化を押し進めて、現場労働の軽減してき
た。こうした企業の物流を改善する積極的な取り組
みの姿勢が、今回のドライバーの長時間労働を改
善するのに重要な要素となっている。

さらに、スーパーは、配送センター、配送、店舗な
ど、それぞれの部門でさまざまな課題を抱えている
なかで、事業運営において「部分最適から全体最
適」といったロジスティクスの考えを持っている。こ
れに基づいて、各セクションの部分最適を改めて、
企業の全体最適を実現することが指向されている。

今回のドライバーの労働時間短縮の取り組みで
は、配送センターで回収品を短時間で処理するた
めに、店舗で回収品の仕分けを行うことが大きなポ
イントとなっている。それは店側にとっては新たな負
担となるのであって、これをすべての店舗で負担で
きるように組織的な取組みが行われた。結果として、
全体最適につながる改善を達成することが可能と
なった。

取組のいい点
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【機密性２】
地方協議会の開催について

開催日

北海道 北海道 7月24日

東北

青森 7月29日
岩手 7月30日
宮城 7月31日
秋田 7月30日
山形 7月27日
福島 7月27日

関東

茨城 7月24日
栃木 7月30日
群馬 7月31日
埼玉 7月22日
千葉 7月27日
東京 7月13日
神奈川 7月27日
山梨 7月28日

北陸
信越

新潟 7月13日
長野 7月30日
富山 7月27日
石川 8月 7日

中部

愛知 7月23日
静岡 8月 7日
岐阜 8月 3日
三重 8月 3日
福井 7月30日

開催日

近畿

大阪 7月23日
京都 8月 4日
兵庫 8月 3日
滋賀 7月27日
奈良 7月28日
和歌山 8月 7日

中国

広島 7月23日
鳥取 7月27日
島根 8月 3日
岡山 8月 6日
山口 7月29日

四国

徳島 7月29日
香川 7月30日
愛媛 8月 6日
高知 7月31日

九州

福岡 8月 4日
佐賀 8月11日
長崎 8月10日
熊本 8月 6日
大分 7月23日
宮崎 8月 6日
鹿児島 8月 5日

沖縄 沖縄 7月31日

※各都道府県の第１回協議会は平成27年8月11日までに開催済み。

【機密性２】
トラック輸送における長時間労働の実態調査 概要

○本調査は、トラック輸送における労働時間の内訳、手待ち時間の詳細、荷役の契約の有無など、長時間労働の実態及び原因を明らかにし、今後

の取引慣行の改善など、労働時間短縮のための対策検討に資することを目的とし、厚生労働省、国土交通省が共同して実施する。

○今後、対策を検討・推進していく上で、本調査による正確な実態把握が何よりも重要となることから、円滑かつ正確な情報収集に向けて、調査に

おいて報告されたデータ等は統計的に処理し、運輸支局や労働基準監督署による監査等に使用しない旨を周知。

①調査の目的等

・地方トラック協会（４７協会）の会員事業者で各都道府県20社以上の事業者から100ドライバー分を回収することを基本とし、

東京・愛知・大阪・北海道は30社以上の事業者から150ドライバー分を回収予定

②調査対象者

③調査内容

ドライバーに下記の各業務に掛かった時間等を記入して頂き、１日の労働時間、業務内容について把握する。（運転日報をより詳しくした調査票

をイメージ。 9月の1週間（9/14（月）～9/20（日）の7日間)分を調査対象期間とする。）

併せて、トラック事業者の属性（保有車両数、ドライバー数、荷主企業との状況等）についても把握し、全国及び各都道府県において傾向を分析

する。

①始業時間、始業点呼、日常点検、乗務前点呼

②発荷主側での手待ち（対象荷主名、手待ちの内容）

③発荷主側での荷役（その作業の対象荷主名、荷役の内容及び方法（手荷役、フォーク等）、荷役に対する書面化及び料金収受の有無）

④運転時間（一般道路、高速道路（高速料金の支払いの有無）の別）

⑤着荷主側での手待ち（対象荷主名、手待ちの内容）

⑥着荷主側での荷役（その作業の対象荷主名、荷役の内容及び方法（手荷役、フォーク等）、荷役に対する書面化及び料金収受の有無）

⑦終業後の作業、乗務後点呼、終業時間 等

④調査スケジュール

平成27年7月 調査票等を確定

8月 地方トラック協会を経由して対象事業者へ調査票一式を配布

9月 調査実施、調査票の提出

平成27年10～12月 調査票の集計・分析

平成28年1月 中央協議会に結果報告

2～3月 都道府県協議会に結果報告





2015年11月２日 

深刻化する人手不足 

 

 

求める人材について 

▶人手不足企業が求める人材としては、「一定のキャリアを積んだミドル人材」     
（６７．９％）が最も高く、「管理職経験者等のシニア人材」は低い割合であっ
た （図５）。企業が、教育が必要な大学や高校の新卒よりも、現場においてす
ぐに仕事を任せられる即戦力としてのミドル人材に期待を寄せていることがうか
がえる。 

▶業種別に見ても、すべての業種で「ミドル人材」の割合が最も高い（図６）。 

日本商工会議所 提出資料 
『人手不足への対応に関する調査結果』 概要（１） 

－（２０１５年８月26日公表 http://www.jcci.or.jp/shortage%20of%20workers3.pdf）－   

n =2,625 

図３：人員の過不足状況について（％） 
図４：図１の設問で、人員が「不足」と回答した企業の割合
（業種別・％） 

n =1,319 

（％） 

図５：求める人材について（図３の設問で「不足」と回答した企業のみ）【複数回答】 
   ＜全産業＞ 

 

 

調査概要 

72.2 
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53.6 
47.2 
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44.1 

50.7 
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介護・看護 n=36 

運輸業 n=115 

建設業 n=387 

その他サービス n=327 
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▶ 人員の過不足状況については、全体の半数以上の企業で「不足している」と回答  

（図３）があり、人手不足が深刻。業種別に見ると「介護・看護」「運輸業」「建設

業」で人手不足感が強い（図４）。 

n =1,299 

▶日本商工会議所（三村明夫会頭）はこのたび、「人手不足への対応に関する調査結

果」を取りまとめた。本調査は、全国の中小企業4,072社を対象に、人手不足につい

ての影響を把握するために、ヒアリング調査を行ったもの。 

（調査期間：27 年6 月1～23 日  回答数：2,625 事業者、回答率：64.5％） 

図１：回答企業の内訳：業種別（％） 図２：回答企業の内訳：従業員数規模別（％） 

図６：求める人材について（図３の設問で「不足」と回答した企業のみ【複数回答】  
   ＜業種別集計＞ 

（％） 
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▶ 少子化による労働力人口の減少という構造的な課題の中でわが国が成長を維持する
ためには労働生産性の向上が不可欠。労働生産性向上に向けた取り組みについては、
回答した企業の半数以上が取り組みを実施している結果となった（図１１）。 

▶ 従業員数規模の小さな企業ほど生産性向上に取り組めていない傾向にあり    
（図１２）、商工会議所は今後とも様々な支援をとおして企業の取り組みを支援して
いく。 

▶ 実施している企業に対し取り組み内容を尋ねたところ、「人材育成」が７１．２％
となった（図１３）。 

日本商工会議所 提出資料 

『人手不足への対応に関する調査結果』 概要（２） 
－（２０１５年８月26日公表 http://www.jcci.or.jp/shortage%20of%20workers3.pdf）－   

 

 

人手不足解消に向けた若者・女性・高齢者の活躍、外国人の受入れについて 

▶人手不足解消には、意欲と能力のある多様な人材が活躍できる環境の整備が不可欠。 
▶女性の活躍促進について「実施している（４２．８％）」、「実施を検討している（２１．０％）」を合
計すると、６割を超える企業で女性の活躍推進について対応を講じている（図７・図８）。 

▶高齢者の活躍推進については、既に６５歳以降まで働ける仕組みを構築済みの企業が
７１．３％で、中小企業におけるより一層の高齢者の活躍が期待される（図９）。 

▶非技術的分野の外国人の受入れについては、企業の見方は分かれている（図１０）。 
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図７：女性の活躍促進について（％） 

図９：６５歳以降まで勤務ができる社内体制（％） 

図１１：労働生産性向上への取り組み実施状況（％） 図１２：労働生産性向上への取り組み状況 

     ＜従業員数規模別＞             （％） 

図１０：非技術的分野の外国人労働者の受入れ（％） 

図８：実施している取り組みについて（％）【複数回答】 
  （図７の設問で「実施している」と回答した企業のみ） 
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人材育成（従業員に対する教育・訓練支援含む） 

取引（販売）価格の維持・向上（差別化、ブランド強化、提

案力向上、親会社との交渉などによる） 

人員配置の見直し、長時間労働の抑制 

業務改善、ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝの見直しによる合理化・ｺｽﾄ削減

（外部委託、共通業務の集約化など） 

既存市場での顧客数の増加 

図１３：実施している取り組み内容（図１１の設問で「実施している」と回答した企業のみ）（％） 
    ※回答の多かった上位５項目 

 

人手不足解消に向けた労働生産性向上への取り組みについて 

n =2,625 

n =1,416 
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